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在中国製造企業の品質・生産管理と関連する
管理会計の実践

─質問票調査に基づく考察─
　

徐　　　智　銘
　
＜要　　約＞

　本稿の目的は、在中国製造企業（外資系を含む）の品質・生産管理と関連する管理会計の実践

を探り、ものづくりにおける管理会計像の探索にある。現地コンサルティング会社のセミナーで

実施した、管理会計・経営分析業務などの担当者を対象とする質問票調査の結果、（１）原価情

報の重要性と改善目的による原価情報の利用、（２）品質業績管理における管理会計業務の多様

な役割、（３）費用対効果重視と欠陥ゼロ追求の品質管理の志向性、（４）洗練された間接費配賦

計算業務の重視などの傾向が示されている。

　

＜キーワード＞

コスト、改善、原価管理、原価計算、品質管理、生産管理、在中国製造企業、質問票調査

　

１．本稿の目的と調査方法

（1）本稿の目的

　本稿の目的は、在中国製造企業の品質・生産管理と関連する管理会計の実践を探り、ものづく

りにおける管理会計像の探索にある。品質上の課題や人件費・材料費高騰などの背景から、在中

国製造企業の品質・生産管理における管理会計の役割に注目している。

　また、中国における管理会計業務の普及・発展（Chow et al. 2006; Duh et al. 2009; 水野 2006 

2014 等）の実態が確認されているなか、先行研究による特定の管理会計手法・技法の利用有無

の把握と区別し、本稿は原価情報や業績指標に関する利用目的・局面の観点から分析・考察をお

こなう。

（2）調査方法

　調査は、2015 年 12 月 5 日に中国の上海でおこなわれた現地コンサルティング会社（Easyfinance 
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Management Consulting 社）の顧客企業を中心とする管理会計・経営分析業務などの担当者に

向けたセミナーで、（製造企業の）参加者である原価計算・管理会計業務の責任者や担当者 324

人を対象とした。配布・回収に関する作業は同コンサルティング会社の担当者が実施し、セミナ

ー当日に質問票 1）を配布・回収した。

　

２．サンプルの特徴

　セミナー当日で回収した質問票から、非製造企業の参加者による回答や半分以上が同じ尺度を

選択したサンプルと、同一企業・部門による複数回答者のサンプル 2）を除外し、有効回答数は

107 社であった（有効回答率 33.0%）3）。107 社の資本構成について、中国（大陸）の国営企業は 8

社、民営企業は 29 社、外資系（香港・台湾・マカオなどの地域を含む）企業（中国大陸におけ

る生産・販売拠点など）は 70 社である。

　以下から第３章から第６章まで、原価情報の重要性と利用目的、品質業績管理における管理会

計業務の役割、品質管理の志向性、間接費配賦計算の特徴について、集計・分析結果と考察を示

す。第７章では特徴的な発見事項と今後の課題を提示する。

　

３．原価情報の重要性と利用目的

（1）原価情報の重要性

　原価情報の重要性について、主要事業の競争における原価情報の重要性を７点尺度（「1 全く

重要ではない」から「7 極めて重要である」）で調査した。その結果、「(1) 各製品の原価を正確

的に把握する」の得点は 6.10、「(2) 競争にあたり製品原価が重要な要素である」は 5.91 であった

（表１）。質問項目 (1) と (2) の間の比較では、質問 (1) が質問 (2) よりも高得点の傾向（10%）が示

唆された 4）（表１）。

　

1）　なお、質問票の言語は中国語であるため、質問票の設計に無関与の会計学者 1 名、経理業務担当の
実務家 2 名による、中国語表記での内容についてチェックを実施した。

2）　同一企業に複数の回答者がいる場合、原価計算・管理会計業務の責任者に相当する職位の 1 人の回
答者のみの回答を 1 つのサンプルとして利用する。

3）　現状として、中国で上場企業やすべての外資系企業の中国拠点などを母集団とする郵送質問票調査
に困難性が想定されるため、探索的分析に向けた本調査は管理会計業務に取り組む企業の特徴も注目
することから、本稿は質問票調査の回答結果に基づく分析・考察をおこなう。

4）　本稿では、平均値差の検定は t 検定（2 変数）と Bonferroni 法（3 変数以上）を実施する。なお、
分析結果では 5% 以下の有意水準の差を「確認」、10% 水準のものを「示唆」と表現している。
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表１　原価情報の重要性
有効回答 平均値 標準偏差

(1) 各製品の原価を正確に把握する 107 6.10 1.15
(2) 競争にあたり製品原価が重要な要素である 107 5.91 1.33

　

【考察】

　原価情報の重要性は事業戦略や利益管理に関する意思決定に際して、原価情報に依拠する程度

と言われている（Al-Omiri and Drury 2007; Cagwin and Bouwman 2002; Krumiuiede 1998）。こ

れまでの先行研究は、人件費や原材料費の高騰を直面している在中国製造企業の実態から考察す

ることは少ない。

　具体的な質問項目は製品の利益管理に関わる意思決定や事業戦略の観点から、Cagwin and 

Bouwman 2002）の質問項目の一部を採用し、本研究では各質問項目について７点尺度 5）でその

重視度を測定した。つまり、(1) 製品原価の正確な把握、(2) 主要事業の競争におけるコストの重

要性について設問した。

　調査結果を見ると、製品原価の正確的把握に比べて、低コストの重要性の得点が比較的低いな

がらも、２つの質問項目の得点は高い傾向にある。つまり、在中国製造企業において各製品の原

価をできるだけ正確に把握すると共に、競争市場でも低コストが重要視される傾向が示されてい

る。

　本稿は原価情報が在中国製造企業に重要視される傾向を確認できた。一方、原価情報の重要性

の高い得点への偏りが確認されたが、この点については稿をあらためて検討する。

　

（2）原価情報の利用目的

　原価情報の利用目的について、まず利用程度を７点尺度（「1 全く利用していない」から「7 

極めて頻繁に利用している」）で調査した。その結果、「(1) 製品販売価格の決定」の得点は

5.70、「(2) 製品原価の維持・低減」は 5.48、「(3) 製造段階における非付加価値活動・作業の排除」

は 4.79、「(4) 研究開発段階における設計品質の改良」は 5.34 であった（表２）。質問項目間の比

較では、質問 (3) が他の３つの質問項目よりも低得点の傾向（同 0.1%）が確認された（表２）。

　

5）　なお、先行研究は５点尺度であった。
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表２　原価情報の利用程度
有効回答 平均値 標準偏差

(1) 製品販売価格の決定 107 5.70 1.16
(2) 製品原価の維持・低減 107 5.48 1.27
(3) 製造段階における非付加価値活動・作業の排除 107 4.79 1.48
(4) 研究開発段階における設計品質の改良 107 5.34 1.46

　
表３　原価情報の利用効果

有効回答 平均値 標準偏差 利用度との相関
(1) 製品販売価格の決定 98 5.51 1.27 .63***
(2) 製品原価の維持・低減 95 5.46 1.25 .63***
(3) 製造段階における非付加価値活動・作業の排除 94 4.90 1.31 .59***
(4) 研究開発段階における設計品質の改良 93 5.29 1.30 .56***
注）***：p < 0.001、**：p < 0.01、*：p < 0.05、ピアソン（Pearson）の積率相関係数。

　つぎに、利用程度１点以上の目的について、その効果を７点尺度（「1 全く効果がない」から

「7 極めて効果がある」）で調査した。その結果、「(1) 製品販売価格の決定」の得点は 5.51、「(2) 

製品原価の維持・低減」は 5.46、「(3) 製造段階における非付加価値活動・作業の排除」は 4.90、

「(4) 研究開発段階における設計品質の改良」は 5.29 であった（表３）。質問項目間の比較では、

質問 (3) が項目 (1) と (2)（同 0.1%）および項目 (4)（1%）よりも低得点の傾向が確認された（表

３）。

　つづいて、目的ごとの利用程度と効果との相関分析の結果は、４つの利用目的に正の相関関係

が確認された（表３）。

　

【考察】

　ここでは、原価情報の利用目的に注目した。原価情報の利用は製品販売価格の決定のみなら

ず、原価管理目的（吉田ほか 2012）や品質管理活動による活用（Lin and Johnson 2004）から、

改善効果に対する貢献が想定されており、実際に ABC を中心として管理会計領域の教科書

（Horngren et al. 2012）や経験的研究（Ittner et al. 2002; Maiga and Jacobs 2008; 伊藤 2005）で

示されてきた。

　具体的な質問項目は、利用程度と利用効果に関する項目ともに (1)(2) は管理会計領域の教科書

の主張、(3)(4) は Lin and Johnson（2004）で確認された品質管理部門における会計情報の利用の

実態に基づき独自に設問した。つまり、(1) は製品価格の算定、(2) は原価管理の観点からの改

善、(3) は製造段階における原価と品質の改善、(4) は製品開発段階における設計品質の改善であ

る。

　調査結果を見ると、他の質問項目に比べて、製造段階における改善目的の意味に関する利用程

度の質問 (3) と利用効果の質問 (3) の得点は比較的に低いが、製品価格の算定のみならず、原価
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管理や製造から製品開発までの改善活動において原価情報が活用されている傾向が示されてい

る。また、利用目的と利用効果との相関分析の結果から、利用目的に応じて利用効果を得られて

いることが推察されるが、それらの正の相関関係について組織規模や品質管理プログラムならび

に管理会計手法の実践などの観点を含めて、考察する必要性があるだろう。

　原価情報は原価管理（吉田ほか 2012）や品質管理（Anderson and Sedatole 1998; Ittner et al. 

2002; 伊藤 2005; 梶原 2008）などの改善目的で利用されることが確認されている。本稿の分析結

果から、これまでの経験的研究と同様に、改善目的による原価情報の多様な利用目的の傾向を確

認できたが、改善目的の原価情報の多様な利用と品質・生産管理の業績との関係については、稿

をあらためて検討する。

　

４．品質業績管理における管理会計業務の役割

（1）品質管理部門への管理会計業務の関与

　品質管理部門への管理会計業務の関与を７点尺度（「1 全くそうではない」から「7 全くその

とおり」）で調査した。その結果、「(1) 品質教育訓練・検査関連のコスト情報を品質管理部門に

提供する」の得点は 4.14、「(2) 欠陥品・苦情対応関連のコスト情報を品質管理部門に提供する」

は 4.22、「(3) 新製品開発の段階で欠陥・苦情対応関連コストの分析を関与する」は 3.95、「(4) 品

質管理・アフターサービス部門との協働で製品品質の問題を発見する」は 3.79、「(5) 品質管理・

アフターサービス部門との協働で製品品質の改善案を策定する」は 3.78 であった（表４）。質問

項目間の比較では、質問 (2) が質問 (4)（5%）および質問 (5)（10%）よりも高得点の傾向が確認・

示唆された（表４）。

　
表４　品質管理活動への管理会計業務関連部門の関与

有効
回答

平均
値

標準
偏差

(1) 品質教育訓練・検査関連のコスト情報を品質管理部門に提供する 107 4.14 1.62
(2) 欠陥品・苦情対応関連のコスト情報を品質管理部門に提供する 107 4.22 1.51
(3) 新製品開発の段階で欠陥・苦情対応関連コストの分析を関与する 107 3.95 1.63
(4) 品質管理・アフターサービス部門との協働で製品品質の問題を発見する 106 3.79 1.55
(5) 品質管理・アフターサービス部門との協働で製品品質の改善案を策定する 107 3.78 1.63
　

【考察】

　品質管理活動への管理会計業務の貢献可能性について、品質管理や品質損失に関わる品質コス

ト情報（Lin and Johnson 2004; 梶原 2008）の利用に加え、製品開発段階での品質コスト情報の

分析も提唱されてきた（Anderson and Sedatole 1998）。一方、会計処理や外部報告に関する業

務の時間消耗により、会計部門の経営管理へのサポートが重視されないことが懸念として示され
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ている（Van der Stede and Malone 2010）ことから、品質管理活動への管理会計業務関連部門

の貢献が限定される可能性も考えられるだろう。

　そこで、本稿は品質管理に関わる情報の提供から、新製品開発における分析や品質問題の発

見・策定まで、品質管理活動の意思決定プロセスへの管理会計業務の関与について、管理会計業

務の担当者の視点から調査した。

　具体的な質問項目は、(1) は梶原（2008）の調査結果から示された高い利用程度の品質コスト

項目、(2) は Anderson and Sedatole（1998）が整理した新製品開発段階における品質コスト利用

への取り組みを参考にしながら、独自に設問し、(4)(5) は Lin and Johnson（2004）に依拠した。

つまり、質問 (1)(2) は品質コスト情報の提供、(3) は新製品開発段階における品質コストの分析、

(4)(5) は品質問題の発見と品質改善案の策定に関わる意思決定への関与について設問した。

　調査結果を見ると、品質管理活動については、品質管理部門との協働で品質問題の発見や改善

案の策定に取り組むことに比べて、管理会計業務には品質失敗に関わるコストの提供がある程度

普及している傾向が示されている。梶原（2008）の調査同様に、測定容易な失敗コストの高い利

用程度を在中国製造企業で再確認したうえ、中国企業における品質コスト情報の報告の利用実態

を示した先行研究（Chow et al. 2006）と矛盾しない。

　加えて、５つの項目の得点分布には広がりがあり、企業ごとに多様な実践・活動があることが

推察される。

　失敗コストの高い利用程度が先行研究に注目されてきたが、本稿は品質管理に関する意思決定

プロセスの観点から管理会計業務の多様な取り組みについて検討した。また、管理会計業務部門

と品質管理部門の協働が先端的管理実践として認識されても、そうした実践について得点が広が

っている分布となることを慎重に解釈するだけではなく、追加的インタビュー調査を通じてさら

なる検討をしていきたい。

　

（2）品質業績目標の活用

　品質業績目標の活用を７点尺度（「1 全くそうではない」から「7 全くそのとおり」）で調査し

た。その結果、「(1) 主要事業の戦略において部門ごとに品質関連の業績目標が設定される」の得

点は 4.60、「(2) 品質関連の業績目標は部門長のボーナスや報酬（非金銭的報酬を含む）とリンク

している」は 4.59、「(3) 製造現場の従業員は少人数チームに分けられ、チームごとに品質関連の

非財務業績目標を有する」は 4.24 でった（表５）。質問項目間の比較では、質問 (3) が質問 (1)

（10%）および質問 (2)（5%）よりも低得点の傾向が示唆・確認された（表５）。
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表５　品質業績目標の活用
有効
回答

平均
値

標準
偏差

(1) 主要事業の戦略において部門ごとに品質関連の業績目標が設定される 106 4.60 1.29

(2) 品質関連の業績目標は部門長のボーナスや報酬（非金銭的報酬を含む）
とリンクしている 106 4.59 1.36

(3) 製造現場の従業員は少人数チームに分けられ、チームごとに品質関連の
非財務業績目標を有する 105 4.24 1.50

　

【考察】

　品質業績目標の活用が品質業績や組織成果を促進させる傾向が確認され（Maiga and Jacobs 

2005）、製造企業では QC サークル（Quality Control Circle）における継続的改善活動の実態も

明らかにされてきた（Schonberger, 1982; 宇田川ほか、1995）。本稿は品質業績の目標設定とコ

ントロールに加え、製造現場における小集団活動の品質業績目標の活用にも注目した。

　具体的な質問項目は、(1)(2) は Maiga and Jacobs（2005）の品質業績目標の設定ならびに報酬

とのリンクの質問内容に依拠し、(3) は独自に設問した。つまり、(1) 主要事業における部門ごと

の品質業績目標の設定、(2) 部門長の業績評価への品質業績目標の利用、(3) 製造現場の小集団に

対する品質関連の非財務業績目標の活用について設問した。

　調査結果を見ると、質問 (3) の製造現場での品質業績目標の設定と評価は一定の利用程度が示

されたが、質問 (1)(2) の事業部門における品質業績目標の設定と評価のほうがより多用される傾

向が観測された。近年の実証研究では在中国企業における品質業績の設定が、品質業績のフィー

ドバックを介して事業戦略における品質の重要性を高める傾向が確認されており（Daniel et al. 

2014）、本稿の結果も先行研究の分析結果と矛盾しない。

　また、製造現場で小集団チームが設けられ、チームごとに品質業績を有するという限定的な実

践の一定程度の普及度について解釈には注意が必要である。日本の製造企業の影響を受け、製造

現場における小集団改善活動は 1980 年代頃から中国の製造企業で試みされた事例も断片的に観

測された（石川 1984）が、今日に至ってその実態を十分に把握されているとはいえない。中国

での生産拠点・事業部門の設置により、欧米企業が重視される成果主義に基づく業績目標の活用

が浸透されている一方、製造現場での小集団改善活動は日本の製造業の知見から影響を受け、中

国国内で長年蓄積されてきたのかもしれない。

　品質業績目標の活用について、積極的な取り組みが展開される傾向が示されてきたが、それら

の実践がいかに展開されているのかについて、在中国製造企業の実態や先進的実践に基づくさら

なる探索が重要であろう。
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５．品質管理の志向性

　品質管理の志向性について、まず高品質と低コストの関係性を７点尺度（「1 全くそうではな

い」から「7 全くそのとおり」）で調査した。その結果、「(1) 品質の向上はコストの増加につな

がる」の得点は 4.40、「(2) 低コストを維持するため、ある程度の欠陥率・苦情率は許容できる」

は 4.25 であった（表６）。質問項目間の比較では、顕著な差が確認されなかった（表６）。

　

表６　高品質と低コストの関係性
有効回答 平均値 標準偏差

(1) 品質の向上はコストの増加につながら 106 4.40 1.41
(2) 低コストを維持するため、ある程度の欠陥率・苦情率は許容できる 106 4.25 1.43

　

　つぎに、設計品質と適合品質における高品質と低コストの優先性を７点尺度（「1 費用対効果

を考慮する」から「7 欠陥ゼロを目指して費用は惜しまない」）で調査した。その結果、「(1) 設

計品質」の得点は 4.49、「(2) 適合品質」は 4.47 であった（表７）。質問項目間の比較では、顕著

な差が確認されなかった（表７）。

　
表７　高品質と低コストの優先性

有効
回答

平均
値

標準
偏差

(1) 設計品質（研究開発段階で顧客ニーズを満足するため、「1　費用対効果を考慮す
る」－「4　中程度」－「7　欠陥ゼロを目指して費用は惜しまない」） 106 4.49 1.35

(2) 適合品質（生産段階で設計図・製造指図書の基準に達するため、「1　費用対効果
を考慮する」－「4　中程度」－「7　欠陥ゼロを目指して費用は惜しまない」） 106 4.47 1.51

　

【考察】

　本稿は高品質と低コストの関係性や、両者の優先順位に着目する品質管理の志向性にも注目し

た。Fine（1986）の数理モデル分析や Phillips et al.（1983）の実証分析を通じて、高品質と低コ

ストの両立可能性が検討されてきたが、高品質と低コストの両立困難性も指摘されるようになり

（梶原 2008）、実態として費用対効果を重視する傾向（Daniel et al. 1995, 2009; Reitsperger and 

Daniel 1990, 1991; 吉田ほか 2012）も確認されている。また、高品質と低コストの両立に至るま

での「品質重視からコスト重視へ」の優先順位を提唱する研究群は理論考察（Corbett and Van 

Wassenhove 1993）および実態調査（Ferdows and De Meyer 1990）が展開され、経験的研究

（Rosenzweig and Roth 2004）も蓄積されている。そうしたなか、欠陥ゼロへの追求と低コスト

重視とのトレードオフ関係に着目したうえ、費用対効果重視あるいは欠陥ゼロ志向の実態が注目

されている（Boyer et al., 2005)。

　高品質と低コストの関係性に関する質問項目は、 Reitsperger and Daniel（1991）と Daniel et 
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al.（1995）に依拠した。つまり、(1) 品質の向上と品質管理コストの増加との関係性、(2) ある欠

陥を許容する最適品質水準への取り組みについて設問した。

　高品質と低コストの優先性に関する質問項目は、吉田ほか（2012）に依拠した。つまり、項目

(1) は設計品質、(2) は適合品質における「コスト最少化」を追求する費用対効果重視、欠陥ゼロ

志向について設問した。

　調査結果を見ると、高品質と低コストの関係性について、ある程度のトレードオフ関係の傾向

が推察されるが、得点分布は均等にばらついていた。高品質による原価低減が提唱されたとして

も、欠陥ゼロを徹底することはコストの増加を招く可能性が推察される。

　一方、高品質と低コストとのトレードオフ関係が認識されても、高品質と低コストの優先性に

ついては、費用対効果のみならず、欠陥ゼロを追求する品質管理の志向性も示される。品質管理

活動から得られる組織成果や利益などを考慮しない過剰品質の回避が費用対効果の観点として提

唱されている（梶原 2003）ように、費用対効果を重視する企業も一定数存在するが、製造から

製品開発まで品質を優先する傾向も推察される。日本企業を対象とした分析結果（吉田ほか 

2012）と同様、在中国製造企業においても費用対効果と欠陥ゼロ志向が均等にばらついているこ

とが確認されため、それらの品質管理の志向性におよぼす要因や、品質管理の志向性と改善効果

について検討する必要性がある。

　

６．間接費配賦計算の特徴

　間接費配賦計算の特徴を７点尺度（「1 全くそうではない」から「7 全くそのとおり」）で調査

した。その結果、「(1) 異なる作業・業務に応じて間接費を詳細に分類する」の得点は 5.07、「(2) 

製品に対する間接費の配賦に応じて多様な配賦基準・原価作用因を設定する」は 4.88、「(3) 製品

の原価を把握するため、トップマネジメントは配賦された数値の正確性を重視する」は 5.09、

「(4) 製品の原価を把握するため、トップマネジメントは簡便な配賦手続きを重視する」4.97、「(5) 

主要事業部門の責任を明確にするため、トップマネジメントは正確な配賦数値を重視する」は

5.04、「(6) 主要事業部門の責任を明確にするため、トップマネジメントは簡便な配賦手続きを重

視する」は 4.96 であった（表８）。質問項目間の比較では、顕著な差が確認されなかった（表

８）。
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表８　間接費配賦計算の特徴
有効
回答

平均
値

標準
偏差

(1) 異なる作業・業務に応じて間接費を詳細に分類する 107 5.07 1.42

(2) 製品に対する間接費の配賦に応じて多様な配賦基準・原価作用因を設定する 107 4.88 1.48

(3) 製品の原価を把握するため、
トップマネジメントは配賦された数値の正確性を重視する 107 5.09 1.21

(4) 製品の原価を把握するため、
トップマネジメントは簡便な配賦手続きを重視する 107 4.97 1.34

(5) 主要事業部門の責任を明確にするため、
トップマネジメントは正確な配賦数値を重視する 107 5.04 1.21

(6) 主要事業部門の責任を明確にするため、
トップマネジメントは簡便な配賦手続きを重視する 107 4.96 1.26

　

【考察】

　間接費配賦計算におけるコストプールの詳細な分類やコストドライバーに基づく配賦・分析

が、原価情報による改善効果を向上する可能性が指摘されてきた（Horngren et al. 2012; 伊藤 

2005）。本稿は間接費配賦計算の特徴について、詳細性、正確性、簡便性の観点から調査した。

原価計算の洗練度（sophistication）に関する先行研究（Brierley 2008）は、コストプールやコ

ストドライバーの数（詳細性）が必ずしも原価情報の正確性と関連していない経験的証拠を示し

ている。また、会計業務の迅速化（Fullerton et al. 2014）や原価情報の適時性への注目が高ま

り、それらを含めて原価計算の洗練度とする傾向もある（Brierley 2008）。本研究で注目する

「簡便性」の観点は、「詳細性」とは異なり、会計情報システムなどの導入により、意思決定に向

けた原価計算業務の負担軽減が考慮される。

　具体的な質問項目は、(1)(2) については Al-Omiri and Drury（2007）と Brierley（2008）に依

拠し、先行研究はコストプール・コストドライバーの数を測定したが、本稿では７点尺度を採用

し、(3) から (6) は独自に設問した。つまり、項目 (1) はコストプールの詳細性、(2) はコストドラ

イバーの詳細性の意味、(3)(5) は正確性、(4)(6) は意思決定目的の配賦計算の簡便性について設問

した。

　調査結果を見ると、質問項目の得点の有意な差を見いだせなかったが、全体として得点は高い

傾向にあるため、詳細性、正確性、簡便性を重視する間接費配賦計算の傾向が推察される。ま

た、在中国企業の実態として、ABC 利用の発展途上の現状（水野 2014）ならびに直接費・作業

時間に基づく配賦基準の利用傾向（IMA 2014）や、製造原価における高くない間接費の割合
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（IMA 2014）6）から、本稿の分析結果とは異なるイメージであるため、調査結果の解釈には注意

が必要である。

　こうした点については、間接費配賦計算原価情報の利用や品質管理の志向性との関係性などを

含めた検討が必要であり、稿をあらためて解明していきたい。

　

７．おわりに

　本稿の目的は、在中国製造企業（外資系を含む）の品質・生産管理と関連する管理会計の実践

を探り、ものづくりにおける管理会計像を探索することである。現地の管理会計・経営分析業務

などの担当者を対象とした質問票調査に基づく基礎的分析の結果、特徴的な発見事項は以下のと

おり提示する。

　第１に、原価情報の重要性が高く（表１）、原価情報の利用は製品販売価格の決定の目的のみ

ならず、多様な改善目的に基づき原価情報が効果的に利用される傾向（表２、３）を確認した。

　第２に、品質業績管理における管理会計業務の役割について、品質管理部門に対する失敗コス

ト情報の提供への取り組み（表４）、主要事業部門における品質業績目標の活用（表５）を確認

した。

　第３に、品質とコストに関わる品質管理の志向性について、高品質と低コストとの一定のトレ

ードオフ関係の傾向（表６）、費用対効果重視と欠陥ゼロの志向性が普及している傾向を確認し

た（表７）。

　第４に、間接費配賦計算の特徴については、（コストプール・コストドライバーの）詳細性、

正確性、意思決定目的の配賦計算の簡便性という３つの観点から考察し、洗練された間接費配賦

計算が重視される傾向（表８）が示されている。

　なお、本稿にもいくつかの課題が残されている。第１に、母集団の明確性である。コンサルテ

ィング会社の顧客企業を中心とした管理会計業務のセミナーで実施した質問票調査であったた

め、母集団は自社の管理会計業務の現状把握を重視したり、外部（コンサルタントや他企業）に

よる管理会計実践に関心を持っていたりする在中国製造企業と想定されるため、（コンサルティ

ング料や教育訓練費の投入などによる）管理会計業務の改善に力を入れている企業群ともいえ

る。冒頭で説明したように、上場企業などを母集団とする郵送質問票調査は中国で実施すること

が難しく、中国国内の地域を限定したり、ビジネススクールやセミナーなどを経由したりして在

6）　具体的に、在中国製造企業を対象とする IMA（2014）の実態調査の結果、間接費配賦基準について、
137 社のなか直接費・作業時間に基づく配賦は 84 社、多様な配賦基準に基づく配賦は 34 社、配賦未
実施は 8 社であったことが観測された。また、間接費の割合について、129 社のなか 93 社において間
接費の割合が 0 ~ 10% の傾向が示された（IMA 2014）。
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中国企業を対象とする質問票調査をおこなった先行研究も一定程度存在する。今後の研究は、コ

ンサルティング会社との連携を通じて母集団をより明確することは、在中国企業の管理会計像の

析出にとって有望であろう。

　第２に、回答者の属性の把握である。本稿では回答者の属性情報の把握が困難であったが、中

国における転職率の高さ（前の勤務先・業種での経験）や同じ職位における年齢の差などの現状

から、管理会計業務担当者の属性による影響の可能性があるのかもしれない。今後の研究は在中

国企業の管理会計業務に関する質問票調査で、回答者の属性を考慮する分析も望まれる。

　第３に、資本関係の相違に基づく考察である。本稿は各企業群における数のバランスの問題

で、中国大陸企業（国営・民営）と、在中国の外資系企業に分けて質問項目の差について考察し

なかった。先行研究では在中国企業を対象とした分析結果から、先進的管理会計技法などに対す

る資本関係の影響が確認されなかった（Duh et al. 2009）が、在中国外資系企業において配賦基

準の詳細性など管理会計情報の多様性が観測されている（IMA 2014）。資本関係の相違に着目す

る今後の研究は、手法の利用有無を限定せず、管理会計情報の利用目的の多様性や品質・生産管

理を支援する管理会計実践の特徴などに注目する必要性もある。
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